
招集ご通知
証券コード 9856
平成28年６月13日

株　主　各　位
東 京 都 町 田 市 鶴 間 1670 番 地
株式会社　ケーユーホールディングス

取締役社長 井 上 恵 博

第44期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第44期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通
知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平
成28年６月27日（月曜日）までに到着するようにご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

1. 日　　時 平成28年６月28日（火曜日）午前10時
2. 場　　所 東京都町田市鶴間1670番地

当社本社５階　会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください）

3. 会議の目的事項
報告事項 1. 第44期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報告、連結計算書類な

らびに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第44期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役１名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件

以　上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、本招集
ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。

◎以下の事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ
サイト（アドレスhttp://www.ku-hd.com）に掲載しておりますので、添付書類には記載しておりませ
ん。
(1)　事業報告の次の事項

①　企業集団の現況に関する事項「主要な事業内容」「主要な事業所」「従業員の状況」「主要な借
入先の状況」「販売の状況」

②　会社の株式に関する事項
③　会社の新株予約権等に関する事項
④　会社の役員に関する事項「事業年度中に退任した取締役及び監査役」「責任限定契約の内容の概

要」「社外役員に関する事項」
⑤　会計監査人の状況
⑥　会社の体制及び方針

(2)　連結注記表
(3)　連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
(4)　個別注記表
したがいまして、本招集ご通知の添付書類の事業報告、連結計算書類及び計算書類は、監査役または会
計監査人が監査報告または会計監査報告を作成するに際して監査をした事業報告、連結計算書類及び計
算書類の一部であります。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の
当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.ku-hd.com）において掲載させていただきます。
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【 添付書類 】

事業報告（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府の景気対策等もあり、企業業績の回復や雇用情
勢の改善が見られたものの、個人消費は力強さに欠ける上に、中国を始めとする新興国の景気減
速や資源価格の下落による世界経済の不安定な動き等、景気の先行きは不透明な状況が続いてお
ります。
　自動車販売業界におきましては、消費増税後の販売の伸び悩みから、年度を通しての軽自動車
を含めた新車の登録台数は、492万台（前年度比6.8％減少）となりました。一方、国産中古車マ
ーケットにつきましては、軽自動車を含めた中古車登録台数は673万台（同0.6％増加）となりま
した。また、外国メーカー車の新車販売台数は、28万台（同0.1％増加）となりました。
　このような状況下、当社グループの経営成績は以下のとおりとなりました。
　売上高は、前年度に比べ8,886百万円増加の72,507百万円（前年度比14.0％増加）となりまし
た。
　このうち、商品売上高は、前年度に比べ7,574百万円増加の61,254百万円（同14.1％増加）と
なりました。修理売上高は、前年度に比べ632百万円増加の6,100百万円（同11.6％増加）とな
りました。また、手数料収入は、前年度に比べ679百万円増加の5,152百万円（同15.2％増加）
となりました。
　売上原価は、前年度に比べ7,550百万円増加の58,903百万円（同14.7％増加）となりました。
　販売費及び一般管理費は、前年度に比べ814百万円増加の9,221百万円（同9.7％増加）とな
り、経費率は、12.7％と前年度に比べ0.5ポイント改善いたしました。
　営業利益は、前年度に比べ520百万円増加の4,382百万円（同13.5％増加）となり、営業利益
率は、前年度に比べ0.1ポイント悪化し6.0％となりました。
　営業外損益は、純収益が前年度に比べ40百万円減少の57百万円となり、経常利益は、前年度に
比べ479百万円増加の4,440百万円（同12.1％増加）となりました。
　税金等調整前当期純利益は、前年度に比べ454百万円増加の4,440百万円（同11.4％増加）と
なりました。
　この結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、前年度に比べ375百万円増加の3,011百万円
（同14.2％増加）となりました。
　なお、当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年
９月13日）等を適用し、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。
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(2) 対処すべき課題
国内の自動車販売につきましては、少子高齢化や自動車に対する嗜好の変化から若年層の自動

車離れと言う構造的な問題に加え、増税の影響等から個人消費回復の足取りは重く、依然として
下振れ懸念があります。
　このような状況下、当社グループはこれまでも、組織のスリム化と業務の効率化により生産性
の向上を図り、総需要が減少する経営環境においても十分な利益を確保できる企業体質の構築に
努めてまいりました。今後も引続き収益力の強化を図りつつ、店舗網の一層の拡充や純粋持株会
社の特徴と当社グループの財務面での強みを活かしたＭ＆Ａの積極的な展開及び海外進出、また
人材の育成等を通じグループの成長を図ってまいります。
　株主の皆様におかれましては、より一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

(3) 設備投資の状況
　当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は1,638百万円であり、主なものは、
輸入車ディーラー事業新店舗1,412百万円及び国産車販売事業新店舗56百万円であります。
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(4) 財産及び損益の状況の推移
（単位：百万円）

年　度
区　分

第 41 期
（平成25年３月期）

第 42 期
（平成26年３月期）

第 43 期
（平成27年３月期）

第44期(当期)
（平成28年３月期）

四 輪 車 売 上 台 数 28,755台 32,166台 32,273台 34,951台

二 輪 車 売 上 台 数 270台 278台 195台 173台

売 上 高 52,077 61,225 63,620 72,507

売 上 総 利 益 10,379 11,771 12,268 13,603

営 業 利 益 3,151 4,047 3,861 4,382

経 常 利 益 3,259 4,138 3,960 4,440
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,018 2,551 2,636 3,011

１株当たり当期純利益 131円03銭 165円59銭 85円45銭 97円42銭

総 資 産 34,329 39,049 42,037 46,341

純 資 産 28,069 30,071 32,198 34,420

１ 株 当 た り 純 資 産 1,813円98銭 1,941円26銭 1,037円20銭 1,103円82銭

　(注)１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
２．平成26年６月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたものと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定
しております。
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第41期

28,755
32,166

第42期

32,273

第43期

34,951

第44期
当 期

四輪車売上台数
（台）

第41期

52,077
61,225

第42期

63,620

第43期

72,507

第44期
当 期

売上高
（百万円）

第41期

3,259
4,138

第42期

3,960

第43期

4,440

第44期
当 期

経常利益
（百万円）

第41期

2,018
2,551

第42期

2,636

第43期

3,011

第44期
当 期

親会社株主に帰属する当期純利益
（百万円）

第41期

131円
03銭

165円
59銭

第42期

85円
45銭

第43期

97円
42銭

第44期
当 期

１株当たり当期純利益

第41期

1,813円
98銭

1,941円
26銭

第42期

1,037円
20銭

第43期

1,103円
82銭

第44期
当 期

１株当たり純資産

(5) 重要な子会社の状況
会 社 名 資　本　金 議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 ケ ー ユ ー 50百万円 100.0％ 国産車及び輸入車の販売・修理

株 式 会 社 シ ュ テ ル ン 世 田 谷 355百万円 100.0％ メルセデス・ベンツ車の販売・修理

株 式 会 社 モ ト ー レ ン 東 名 横 浜 50百万円 100.0％ ＢＭＷ車及びＭＩＮＩ車の販売・修理

株式会社ファイブスター東名横浜 10百万円 100.0％
クライスラー車、ジープ車、キャデラッ
ク車、シボレー車、フォルクスワーゲン
車の販売・修理

株 式 会 社 Ｒ Ｓ ケ ー ユ ー 5百万円 100.0％ ハーレーダビッドソン車の販売・修理
　(注)　上記重要な子会社５社は、連結子会社であります。
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2. 会社の役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成28年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長兼社長 井 上 恵 博

株式会社ケーユー 代表取締役会長
株式会社シュテルン世田谷 代表取締役会長
株式会社モトーレン東名横浜 代表取締役会長
株式会社ファイブスター東名横浜 代表取締役会長
株式会社ＲＳケーユー 代表取締役会長

代表取締役副社長 板 東 徹 行
株式会社シュテルン世田谷 代表取締役社長
株式会社モトーレン東名横浜 代表取締役社長
株式会社ファイブスター東名横浜 代表取締役社長
株式会社ＲＳケーユー 代表取締役社長

代表取締役副社長 井 上 久 尚 株式会社ケーユー 代表取締役社長
取 締 役 堀 内 伸 泰 －
取 締 役 橋 本 雅 之 －
取 締 役 川 田 俊 哉 －
取 締 役 稲 垣 正 義 －
取 締 役 細 野 　 保 －
常 勤 監 査 役 萩 原 博 文 －

監 査 役 細 野 泰 司
細野コンクリート株式会社 代表取締役社長
株式会社細野商事 代表取締役社長
細野運輸株式会社 代表取締役社長

監 査 役 竹生田　尚　重 －
監 査 役 浅 野 雅 雄 －

(注)1．取締役細野保氏は、社外取締役であります。監査役細野泰司氏、竹生田尚重氏及び浅野雅雄氏は、社外
監査役であります。なお、当社は、４氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定
し、同取引所に届け出ております。

2．監査役細野泰司氏が兼職している他の法人等と当社との間には、特別の利害関係はありません。
3．浅野雅雄氏は、金融機関での勤務経験があり、また、他社での経理・財務担当役員としての経験から、

財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
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(2) 取締役及び監査役の報酬等に関する方針の内容及び決定方法
① 報酬決定方針

取締役の報酬につきましては、中長期的な会社業績との連動性を高める観点から、役位に応じ
た固定部分の他に、業績連動部分と中長期的なインセンティブとしての株式報酬型ストックオプ
ションにより構成されています。業績連動部分につきましては、当事業年度の会社業績等を勘案
し決定しております。

社外取締役及び監査役（社内・社外とも）の報酬につきましては、独立性確保の観点から固定
報酬のみとしております。

② 報酬決定手続き
取締役及び監査役の報酬等は、株主総会で承認された範囲内で、取締役につきましては、上記

方針に沿って取締役会で審議し、代表取締役が決定しております。監査役につきましては、監査
役の協議により決定しております。

(3) 取締役及び監査役の報酬等の額
人 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役 9名 297百万円

監 査 役 5名 9百万円

合 計 14名 306百万円
(注)1．報酬等の総額には、ストック・オプションとして付与いたしました新株予約権に係る当事業年度の費用

計上額84百万円を含んでおります。
2．上記のうち社外役員に対する報酬等の総額は、４名２百万円であります。

　(注)　本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表（平成28年３月31日現在）

（単位：百万円）
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

【資産の部】
〔流　動　資　産〕

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

〔固　定　資　産〕
（有 形 固 定 資 産）

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 ・ 器 具 ・ 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

（無 形 固 定 資 産）
（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

〔　 21,018〕
10,000
1,680

10
7,443

67
195
128
327

1,168
△5

〔 　25,323〕
（ 　23,301）

6,803
1,481

88
14,437

490
（　  　　40）
（ 　　1,981）

1,366
11

610
△6

【負債の部】
〔流　動　負　債〕 〔 　 7,364〕

買 掛 金 1,995
１年内返済予定の長期借入金 1,032
未 払 金 及 び 未 払 費 用 624
未 払 法 人 税 等 877
賞 与 引 当 金 364
そ の 他 2,469

〔固　定　負　債〕 〔 　 4,556〕
長 期 借 入 金 2,986
繰 延 税 金 負 債 1,030
資 産 除 去 債 務 123
そ の 他 416
負 債 合 計 11,920

【純資産の部】
〔株　主　資　本〕 〔　 33,868〕
（資　　　本　　　金） （  　6,321）
（資　本　剰　余　金） （ 　 6,439）
（利　益　剰　余　金） （　25,827）
（自　 己　 株　 式） （  △4,720）

〔その他の包括利益累計額〕 〔 　　 278〕
その他有価証券評価差額金 278

〔新 株 予 約 権〕 〔 　　 273〕
純 資 産 合 計 34,420

資 産 合 計 46,341 負 債 ・ 純 資 産 合 計 46,341
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連結損益計算書（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

（単位：百万円）
科　　目 金　　額

売 上 高 72,507

売 上 原 価 58,903

売 上 総 利 益 13,603

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,221

営 業 利 益 4,382

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4

受 取 配 当 金 15

受 取 地 代 家 賃 49

受 取 保 険 金 10

そ の 他 40 120

営 業 外 費 用

支 払 利 息 27

賃 貸 資 産 減 価 償 却 費 5

賃 貸 資 産 賃 借 料 28

そ の 他 1 62

経 常 利 益 4,440

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,440

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,552

法 人 税 等 調 整 額 △123

当 期 純 利 益 3,011

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,011
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連結株主資本等変動計算書（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平 成 2 7 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 6,321 6,439 23,601 △4,751 31,612

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △772 － △772

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 － － 3,011 － 3,011

自 己 株 式 の 取 得 － － － △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 － － △14 30 16

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) － － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － － 2,225 30 2,255

平 成 2 8 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 6,321 6,439 25,827 △4,720 33,868

（単位：百万円）
その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評価差額金

その他の包括利益
累計額合計

平 成 2 7 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 384 384 201 32,198

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － △772

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 － － － 3,011

自 己 株 式 の 取 得 － － － △0

自 己 株 式 の 処 分 － － － 16

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △105 △105 72 △33

連結会計年度中の変動額合計 △105 △105 72 2,222

平 成 2 8 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 278 278 273 34,420
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貸借対照表（平成28年３月31日現在）

（単位：百万円）
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

【資産の部】
〔流　動　資　産〕

現 金 及 び 預 金
有 価 証 券
未 収 収 益
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

〔固　定　資　産〕
（有 形 固 定 資 産）

建 物
構 築 物
機 械 装 置
工 具 ・ 器 具 ・ 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

（無 形 固 定 資 産）
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア

（投資その他の資産）
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 前 払 費 用
敷 金 ・ 保 証 金
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

〔  　　6,839〕
5,441

10
541
780
24
41

〔　　23,221〕
（　　17,721）

4,144
318

0
3

13,123
131

（ 　　　　20）
15
5

（　  　5,480）
1,257
4,023

0
23

141
12
26

△4

【負債の部】
〔流　動　負　債〕 〔　　 1,523〕

１年内返済予定の長期借入金 792
未 払 金 38
未 払 費 用 451
未 払 法 人 税 等 90
賞 与 引 当 金 32
そ の 他 117

〔固　定　負　債〕 〔　　 3,970〕
長 期 借 入 金 2,646
長 期 未 払 金 347
繰 延 税 金 負 債 947
そ の 他 28
負 債 合 計 5,494

【純資産の部】
〔株　主　資　本〕 〔  　24,067〕
（資　　　本　　　金） （ 　　6,321）
（資　本　剰　余　金） （ 　　6,439）

資 本 準 備 金 6,439
（利　益　剰　余　金） （ 　 16,026）

利 益 準 備 金 193
そ の 他 利 益 剰 余 金 15,832

配 当 平 均 積 立 金 2
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 2,123
別 途 積 立 金 38
繰 越 利 益 剰 余 金 13,668

（自　 己　 株　 式） （ 　△4,720）

〔評価・換算差額等〕 〔　　　 226〕
その他有価証券評価差額金 226

〔新 株 予 約 権〕 〔　　　 273〕
純 資 産 合 計 24,567

資 産 合 計 30,061 負 債 ・ 純 資 産 合 計 30,061
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損益計算書（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

（単位：百万円）
科　　目 金　　額

営 業 収 益 2,181

営 業 費 用 1,386

営 業 利 益 795

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 20

受 取 地 代 家 賃 34

雑 収 入 4 58

営 業 外 費 用

支 払 利 息 8

賃 貸 資 産 減 価 償 却 費 5

賃 貸 資 産 賃 借 料 17

雑 損 失 0 31

経 常 利 益 822

税 引 前 当 期 純 利 益 822

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 185

法 人 税 等 調 整 額 △73

当 期 純 利 益 709
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株主資本等変動計算書（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 　 計資本準備金 資本剰余金

合 　 計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合 　 計配当平均

積立金
固定資産

圧縮積立金 別途積立金 繰越利益
剰余金

平成27年４月１日　残高 6,321 6,439 6,439 193 2 2,113 38 13,754 16,102 △4,751 24,112
事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － － － △772 △772 － △772
当 期 純 利 益 － － － － － － － 709 709 － 709
自己株式の取得 － － － － － － － － － △0 △0
自己株式の処分 － － － － － － － △14 △14 30 16
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 － － － － － △42 － 42 － － －

税率変更に伴う
圧 縮 積 立 金 の
増 加

－ － － － － 52 － △52 － － －

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － － － 9 － △86 △76 30 △45
平成28年３月31日　残高 6,321 6,439 6,439 193 2 2,123 38 13,668 16,026 △4,720 24,067

（単位：百万円）

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成27年４月１日　残高 317 317 201 24,631
事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － △772
当 期 純 利 益 － － － 709
自己株式の取得 － － － △0
自己株式の処分 － － － 16
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 － － － －

税率変更に伴う
圧 縮 積 立 金 の
増 加

－ － － －

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

△91 △91 72 △18

事業年度中の変動額合計 △91 △91 72 △64
平成28年３月31日　残高 226 226 273 24,567
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会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

平成28年５月16日
株式会社ケーユーホールディングス
　取　締　役　会　　御　中

有限責任 あ ず さ 監 査 法 人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 島 　 透 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 越 智 一 成 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ケーユーホールディン
グスの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第44期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書 謄本
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第44期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以
下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要
に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明
を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたし
ました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事
項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年５月24日
株式会社 ケーユーホールディングス　監査役会

常勤監査役 萩 原 博 文 ㊞
社外監査役 細 野 泰 司 ㊞
社外監査役 竹 生 田 尚 重 ㊞
社外監査役 浅 野 雅 雄 ㊞

以　上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案　　剰余金の処分の件
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策の一つと位置付けており、企業価値向
上のための内部留保を確保しつつ、当面連結配当性向30％を目途とし、業績に応じた配当を行う
ことを基本方針としております。

この方針のもと、当期の期末配当につきましては、以下のとおり１株につき20円とさせていた
だきたいと存じます。

なお、中間配当（１株につき10円）とあわせまして、年間の配当額は１株につき30円となり
ます。

期末配当に関する事項
（１）配当財産の種類
　　　金銭といたします。
（２）配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金20円といたしたいと存じます。
　　　なお、この場合の配当総額は、618,703,960円となります。
（３）剰余金の配当が効力を生じる日
　　　平成28年６月29日といたしたいと存じます。
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第２号議案　　取締役１名選任の件
　経営体制の一層の強化を図るため取締役を１名増員することとし、その選任をお願いするものであ
ります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番　号

氏　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当 社 株 式 数

１
※
い な

稲
だ

田
こ う

浩
い ち

一
（昭和30年９月11日生）

平成16年10月 当社入社
平成19年 ４月 株式会社モトーレン東名横浜執行役員営

業本部長
平成20年７ 月 株式会社ケーユー保険部長
平成26年６ 月 株式会社ケーユー執行役員営業副本部長
平成27年６ 月 株式会社ケーユー取締役常務執行役員

営業本部長（現任）

4,500株

（注）１．※印は新任候補者であります。
２．取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．稲田浩一氏は、当社の子会社である㈱ケーユーの取締役常務執行役員を務め、事業環境

が厳しい中、リーダーシップを発揮し業績の拡大に貢献しております。その経営手腕と
知見から当社の取締役候補者として適任と判断し、選任をお願いするものであります。
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第３号議案　　監査役２名選任の件
本総会終結の時をもって、監査役萩原博文氏及び細野泰司氏は任期満了となりますので、監査役２

名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当 社 株 式 数

１
は ぎ

萩
わ ら

原
ひ ろ

博
ふ み

文
（昭和39年６月16日生）

平成14年10月 当社入社
平成15年 ４月 総務部次長
平成24年 ６月 当社監査役（現任）

42,240株

２
ほ そ

細
の

野
や す

泰
じ

司
（昭和23年２月10日生）

昭和45年 ５月 有限会社細野コンクリート（現細野コン
クリート株式会社）を設立し、代表取締
役に就任（現任）

―

昭和59年８ 月 株式会社細野商事を設立し、代表取締役
に就任（現任）

昭和61年12月 細野運輸株式会社を設立し、代表取締役
に就任（現任）

平成４ 年６ 月 当社監査役（現任）

（重要な兼職の状況）
細野コンクリート株式会社代表取締役社長
株式会社細野商事代表取締役社長
細野運輸株式会社代表取締役社長

（注）１．各監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．萩原博文氏は、本総会終結の時をもって当社の常勤監査役を４年間勤め、当社の業務全

般を熟知しており、また監査役としての豊富な経験と知見を有していることから、常勤
監査役候補者として選任をお願いするものであります。

３．細野泰司氏は、本総会終結の時をもって当社の監査役を24年間勤め、当社の事業内容を
熟知しており、また経営者として豊富な経験と見識を有していることから、社外監査役
候補者として選任をお願いするものであります。

４．細野泰司氏は、社外監査役候補者であります。
なお、当社は細野泰司氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定し、
同取引所に届け出ております。
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５．当社は、社外監査役候補者細野泰司氏との間で会社法第427条第１項及び定款の規定に
より、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する趣旨の責任限定契約を締結して
おります。
その契約内容の概要は次のとおりであります。
・社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第

425条第１項の最低責任限度額を限度として、その責任を負う。
・上記の責任限定が認められるのは、社外監査役がその職務を行うにあたり、善意

かつ重大な過失がないときに限るものとする。

以　上
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〈メ モ 欄〉
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第44期定時株主総会会場ご案内図
会場：東京都町田市鶴間1670番地

株式会社ケーユーホールディングス本社　５階　会議室
電話　042－799－2130
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東名高速道路：横浜町田I.C町田方面出口より１分

最　 寄 　駅：東急田園都市線　南町田駅 徒歩約８分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


